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(百万円未満四捨五入)

(1)連結経営成績（累計） (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期利益

四半期包括
利益合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第2四半期 1,663,011 1.9 81,483 30.9 89,512 31.6 67,044 33.6 52,939 12.3 75,938 71.6

2021年3月期第2四半期 1,631,837 △10.8 62,248 △12.4 68,018 △15.8 50,197 △19.0 47,128 △26.0 44,262 △14.2

基本的1株当たり
四半期利益

希薄化後1株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2022年3月期第2四半期 266.78 266.48

2021年3月期第2四半期 235.34 235.19

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2022年3月期第2四半期 3,052,185 1,581,409 1,472,270 48.2

2021年3月期 3,190,206 1,546,905 1,450,139 45.5

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 2021年3月期 － 100.00 － 100.00 200.00

 2022年3月期 － 110.00

 2022年3月期(予想) － 110.00 220.00

                                               (％表示は、通期は対前期増減率)

売上収益 営業利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的1株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,630,000 1.1 275,000 3.3 205,000 1.1 1,034.19

1．2022年3月期第2四半期の連結業績(2021年4月1日～2021年9月30日)

(2)連結財政状態

2．配当の状況

(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2022年3月期の連結業績予想(2021年4月1日～2022年3月31日)

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む）  2022年3月期2Ｑ 207,001,821株  2021年3月期 207,001,821株

②  期末自己株式数  2022年3月期2Ｑ 8,992,672株  2021年3月期 8,002,339株

③  期中平均株式数（四半期累計）  2022年3月期2Ｑ 198,437,784株  2021年3月期2Ｑ 200,255,076株

※  注記事項

(1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名）

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

(3)発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が提出日現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業

績等に影響を与える可能性のある重要な要因には、以下の事項があります。なお、業績に影響を与える要因はこれら

に限定されるものではありません。

・主要市場における景気動向(特に日本、欧州、北米、オセアニア、中国を含むアジア)

・為替動向、金利変動

・資本市場の動向

・価格競争の激化

・技術開発競争による市場ポジションの変化

・部品調達環境の変化

・提携、アライアンス、技術供与による競争関係の変化

・公的規制、政策、税務に関するリスク

・製品、サービスの欠陥や瑕疵に関するリスク

・不採算プロジェクト発生の可能性

・研究開発投資、設備投資、事業買収・事業再編等に関するリスク

・自然災害や突発的事象発生のリスク

・会計方針の変更

　業績予想値算出の前提となる条件等については補足説明資料(プレゼンテーション資料)をご参照下さい。


